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(3) 輸出還付率は 2012 年時点で品目に応じて 17％、16％、15％、14％、9％、5％等細
かく規定されている。輸出還付率調整は、5％～17％の間で税率引き上げと引き下げ
を実施することである(あずさ監査法人・KPMG(2013))。 
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本章では FAO（国連食糧農業機関）データベース[Fish Stat Plus]の「Global production 











 世界の水産物生産量は 1950 年から右肩上がりに拡大している。具体的には、水産物漁
獲量は 1950 年（1.9 千万トン）から 1989 年（8.6 千万トン）にかけて 4％の年増加率で
拡大していた（図 2-1）。しかし、90 年代（1990 年に 8.6 千万トン）に入り漁獲量は伸び
悩み、2011 年（9.5 千万トン）にかけて小幅な増減を繰り返している。それに対して水産
物養殖生産量は 1950 年の 0.6 百万トンから 1982 年の 8.2 百万トンまで年 8.3％の増加率
で拡大し、その後さらに速いテンポで増加し続けており、1983 年から 2011 年までの 18








図 2-1  世界水産物養殖生産量、漁獲量、総生産量の推移 
 
2-2-2 先進国と発展途上国の漁業生産量 
 先進国の漁業生産量は 1950 年の 1.5 千万トンから右肩上がりに増加して 1988 年にピー
ク（4.7 千万トン）を迎えた。その後、1989 年以降は多少の増減はあるものの、全体的に
減少傾向にあり、2011 年に 2.9 千万トンへと減少している。漁獲量と養殖生産量に分けて
見ると、漁獲量は 1950 年（1.5 千万トン）から 1988 年(4.4 千万トン)にかけて大きく拡大
しており、漁業総生産量の 9 割強を占めている。1989 年以降、先進国による水産物の漁
獲量が減少傾向に転じるが、2000 年に入り漁獲量減少に歯止めがかかったかっこうとなっ
ている（図 2-2）。 
先進国の養殖生産量は 1950 年の 36.8 万トンから 11.4％の年平均増加率で拡大し、2011
年に 437.7 万トンとなっている。先進国における漁業総生産量に占める養殖生産量の割合
は、1950 年の 1.7%から 2011 年の 15.1％へと大きく拡大している。しかしながら、漁獲
量の減少が激しいため漁業総生産量は減少している。 









図 2-3  発展途上国水産物養殖生産量、漁獲量の推移 
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かけて拡大傾向を続けている（図 2-3）。その内、漁獲量は 1950 年の 0.4 千万トンから 1992
年にかけて 11 倍強の 4.8 千万トンへと拡大し、1993 年に入って 5 千万トン台に達した後、
伸び率が鈍化し 2010 年に 5.6 千万トン、2011 年に 6.1 千万トンとなった。養殖生産量は
1950 年に 23.3 万トンであり、発展途上国における漁業総水産量に占める養殖生産量の割
合は 5.4％しかなかった。その後、養殖生産量は大く成長し、特に 80 年代以降 24.0％の年








注 2：オセアニア州の漁業生産量は相対的に小さいので、図中では見られない。  
資料：FAO「Fish Stat Plus」の統計により作成 








 1976 年から 2009 年にかけて 23 年の間に、世界水産物貿易における数量と金額はそれ
ぞれ 1.6 千万トン、1.7 百億ドルから 6.6 千万トン、19.8 百億ドルに拡大している（図 2-5）。
数量と金額の年平均増加率は、それぞれ 6.4％と 11.3％であり、著しい成長ぶりを見せて
いる(１)。輸出数量は 1976 年の 7.9 百万トンから 2009 年の約 4 倍増の 32.5 百万トンとな




























これらの地域の貿易金額の合計は全体の 8 割以上を占めている。1976 年から 2009 年にか
けてほぼ全ての州で水産物貿易は拡大傾向にあるが、それぞれ異なる増加率を見せている
(図 2-6)。具体的には、ヨーロッパ州の貿易数量が世界水産物貿易の総量に占める割合は、
1976 年（7.9 百万トン）の 49.0％から 2009 年（25.9 百万トン）の 39.0%へと大きく減少
している。また、同じように同期間において、アメリカ州は 3.3 百万トン（20.7％）から
11.7 百万トン（17.7）％へと減少している。それに対してアジア州は、1976 年（3.1 百万
トン）の 19.5%から 2009 年（22.8 百万トン）の 34.4%まで拡大している。アジア州の水
産物貿易は 1987 年（8.1 百万トン）にアメリカ州(7.6 百万トン)を上回った後、引き続き
高い成長率で拡大しており、ヨーロッパ州との貿易数量の差が縮小傾向にある。オセアニ
ア州の水産物貿易数量が 1976 年の 19.2 万トンから拡大し、2009 年に 4.9 倍の 94.5 万ト





資料：FAO「Fish Stat Plus」の統計により作成 
図 2-6  世界各州水産物貿易額の推移 
 
2-3-4 主要水産物貿易国の変化 
 2008 年には世界の 197 ヵ国へ水産物およびその製品を輸出した報告があった。表 2-1
と表 2-2 は輸出額および輸入額の上位 10 ヵ国について 1976 年、1990 年、2009 年の数値
を示したものである。水産物輸入については、米国と日本が主要な輸入国であり、両国の
水産物輸入金額の合計割合は 1976 年に 42.3％、1990 年に 41.4％を占めており、2009 年
には 27.2％まで減少しているが、依然として他の輸入国を大きく上回っている。2012 年
の世界漁業・養殖業白書によると、日本の水産物輸入額は 2009 年に前年より 11%の減少
を経た後、2010 年には 13%増加した。2011 年には更に 16%増加して 174 億 US ドルに達
した。これは 3.11 の影響が大きい。日本とアメリカの両国共に国内消費の半分以上の水産
物を輸入に依存している。フランス、ドイツ、イギリスはこの 3 年間共に上位 10 カ国に
入り、1976 年から 2009 年にかけての輸入金額の平均成長率はそれぞれ 10.4％、9.8％、
8.8％である。主要水産物の輸入国は 1990 年の香港（11.1 億ドル）とタイ（8.0 億ドル）、
また 2009 年の中国（51.0 億ドル）を除けば、ヨーロッパ州の諸国であることが分かった。 




世界の水産物輸入上位 10 カ国の合計金額（その割合）は、1976 年には 65.68 億ドル
（74.3％）、1990 年には 310.4 億ドル（77.7％）、2009 年には 631.1 億ドル（62.4％）と
なっている。2000 年以降、水産物輸入上位 10 カ国の輸入金額は増加する一方、輸入金額
全体に占める割合は低下する傾向にある。 
輸出に関しては、日本は 1976 年に世界の輸出総金額の 8.3％にあたる 6.6 億ドルの水産
物を輸出する最大輸出国となった。その後、1990 年に輸出金額（その割合）は 8.5 億ドル
（2.2％）であり、輸出金額は拡大しているものの世界全体に占める割合は低下し、順位が
16 位となった。2009 年に日本（16.3 億ドル）は世界輸出総金額の 1.7％を占め、順位は
さらに低下して 19 位となった。これに対して、中国の 1976 年の輸出金額（割合）は 1.3
億ドル（1.6％）であり、世界の輸出金額の 19 位に位置している。その後、1990 年（13.0
億ドル、3.7％）の 8 位を経て、2002 年以降トップとなり、2009 年は 104.7 億ドル（10.8％)
となった。2010 年には中国の水産物輸出額は世界の総輸出額の約 12%、およそ 133 億ド
ルに達しており、2011 年には更に 171 億ドルまで拡大した。その背景は、「第 4 章中国に
おける水産物貿易の展開推移」で説明するとおり、中国は海外需要に対応するために養殖
水産物の輸出拡大を働きかけた。ノルウェー、カナダ、デンマーク、オランダ等国は水産
資源に恵まれ、1976 年、1990 年、また、2009 年に上位 10 カ国に入っていた。一方、台
湾、韓国は 1990 年まで上位 10 カ国・地域に入っていたが、2000 年以降相対的に低下し
てきた。輸出上位 10 カ国の輸出額合計（割合）は、1976 年、1990 年、2009 年にそれぞ
れ 45.0 億ドル（56.4％）、193.5 億ドル（54.8％）、513.0 億ドル（53.1％）である。世界











表 2-1  世界上位十カ国・地域における水産物輸入金額とその割合 



















1．アメリカ 18.91 21.39 1．日本 109.05  27.31  1．アメリカ 139.92  13.84  
2．日本 18.50 20.93 2．アメリカ 56.19  14.07  2．日本 135.09  13.36  
3．フランス 5.75 6.50 3．フランス 28.49  7.14  3．スペイン 59.31  5.87  
4．ドイツ 5.40 6.11 4．イタリア 24.82  6.22  4．フランス 56.39  5.58  
5．イギリス 5.19 5.87 5．スペイン 23.03  5.77  5．中国 51.03  5.05  
6．イタリア 3.97 4.49 6．イギリス 19.34  4.84  6．イタリア 50.86  5.03  
7．ベルギー 2.16 2.45 7．ドイツ 19.14  4.79  7．ドイツ 46.11  4.56  
8．オランダ 2.01 2.27 
8．デンマー
ク 
11.16  2.80  8．イギリス 36.30  3.59  
9．スウェーデ
ン 
1.95 2.20 9．香港 11.12  2.79  
9．デンマー
ク 
28.19  2.79  
10．カナダ 1.84 2.08 10．タイ 8.03  2.01  
10．オラン
ダ 
27.93  2.76  







表 2-2  世界上位十カ国・地域における水産物輸出金額とその割合 



















1．日本 6.62 8.30  1．アメリカ 31.10 8.80  1．中国 104.73 10.83  
2．ノルウェー 6.55 8.20  2．タイランド 22.67 6.41  
2．ノルウェ
ー 
71.07 7.35  
3．カナダ 6.04 7.57  3．カナダ 22.56 6.38  
3．タイラン
ド 
62.49 6.46  
4．デンマーク 5.21 6.53  4．デンマーク 21.65 6.13  4．ベトナム 43.12 4.46  
5．台湾 4.32 5.41  5．ノルウェー 20.66 5.85  5．アメリカ 42.25 4.37  
6．アメリカ 3.72 4.66  6．韓国 14.96 4.23  
6．デンマー
ク 
40.02 4.14  
7．韓国 3.29 4.12  7．オランダ 13.18 3.73  7．チリ 37.03 3.83  
8．アイスラン
ド 
2.90 3.64  8．中国 13.03 3.69  8．カナダ 32.63 3.37  
9．オランダ 2.67 3.35  9．台湾 12.75 3.61  9．スペイン 31.79 3.29  
10．スペイン 2.45 3.07  10．アイスランド 12.41 3.51  10．オランダ 31.62 3.27  











1976 年から 2009 年にかけては、発展途上国では、水産物輸入と輸出が共に拡大してい
る。水産物輸入量と金額はそれぞれ 1.5 百万トン・11.1 億ドルから 13.6 百万トン・231.3
億ドルとなり、年平均増加率はそれぞれ 10.0％と 14.1％である。輸出量と金額はそれぞれ
2.4 百万トン・28.0 億ドルから 16.4 百万トン・466.9 億ドルとなり、年平均増加率はそれ
ぞれ 8.7％と 13.0％である(3)。 
同期間において先進国の水産物輸入金額と数量は 6.5 百万トン・76.6 億ドルから 19.76
百万トン・775.1 億ドルへと拡大し、年平均増加率はそれぞれ 5.0％と 10.6％である。輸
出は 6.5 百万トン・76.6 億ドルから 19.7 百万トン・775.1 億ドルまで拡大し、年平均増加




1976 年から 2009 年にかけて正の値が 16.9 億ドルから 235.6 億ドルまで大きく拡大して

















資料： FAO「Fish Stat Plus」の「Fisheries Commodities Production and Trade」デー
タベース統計により算出。 





ている。日本の輸入金額は 1976 年の 18.5 億ドルから拡大して 1996 年に 172.9 億ドルの
ピークを迎えた後、減少傾向に転じ 2009 年に 135.1 億ドルまで減少した。また、アメリ
カは 1976 年の 18.9 億ドルから右肩上がりに増加して 2007 年(145.8 億ドル)には日本
(134.4 億ドル)を上回る世界最大の水産物輸入国となった。その後、2008 年(151.0 億ドル)
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に一旦 2 位に落ちるが、2009(139.9 億ドル)年に再びトップになっている (図 2-8)。 
 
 
注：発展途上国と先進国の分類は 2009 年の FAO「Fish Stat Plus」によるものである。 
資料：FAO「Fish Stat Plus」の「Fisheries Commodities Production and Trade」デー
タベース統計により算出。 




が挙げられる。台湾は 1976 年(4.3 億ドル)から 1988 年(17.9 億ドル)にかけて水産物輸出
金額の最も多い国であったが、1989 年(18.0 億ドル)にタイ(19.6 億ドル)に追い抜かれた。
その後、発展途上国は全体的に輸出金額が拡大傾向にあり、特に中国は 2000 年にタイを
上回った後、世界最大の輸出国となっている。また、2000 年以降、ベトナムとチリは輸出






注：発展途上国と先進国の分類は 2009 年の FAO「Fish Stat Plus」によるものである。 
資料：FAO「Fish Stat Plus」の「Fisheries Commodities Production and Trade」デー
タベース統計により算出。 





餌料、珊瑚など、海藻類、また、食用不可製品を 10 種類の品目に分けている（図 2-10）。 
輸出金額の中には魚(生鮮・冷蔵・冷凍)が最も多く、1976 年（26.2 億ドル）から 13.3％
の年増加率で 2009 年（458.7 億ドル）にかけて拡大している。次に多いのは軟体動物(生
鮮・冷蔵・冷凍)であり、同期間内において 21.8 億ドルから 216.9 億ドルまで拡大し、年
増加率は 10.5％であるが、魚(生鮮・冷蔵・冷凍)の増加率を下回っている。両者の合計は
世界水産物貿易の約 7 割を占めており、2009 年に 69.９％となっている。魚調製品、甲殻
類調製品、また、塩乾・燻製魚など加工品は成長ぶりを見せており、2009 年の輸出金額は、
1976 年よりそれぞれ 69.9 倍、25 倍、また、6.1 倍強を上回っている。餌料は数量的に 1976
年（2.1 百万トン）から 2009 年（3.7 百万トン）まで一定の割合を占めているが、輸出金
額はそれほど大きくなく、2009 年に総輸出金額に占める割合が 3. 8％に留まっている。魚
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油、珊瑚など、海藻類、また、食用付加製品は、輸出金額の合計が 1976 年から 2009 年に




図 2-10  世界水産物貿易における品目別輸出額の推移 
 
2-4 おわりに 

























(1)FAO-Fish Stat Plus データベースにより算出。 
(2)世界漁業・養殖業白書 2012 年（日本語要約版）pp.32～35 を参照。 
(3)FAO「Fish Stat Plus」の統計により算出。 









3-2-1 2000 年以前の貿易政策 








第 3 章 中国における水産物貿易の展開推移 
 
3-1 はじめに  
 





















































になった(片岡、1998)。一方、1966 年から 1976 年にかけての十年間に亘って文化大革命
運動が起こり、中国の対外貿易はほぼ中断した。 

























3-2-2 2000 年以降の貿易政策の変容 





的に給料が上昇している。農村部は 2010 年の一人当たりの平均可処分所得が 5,919 元に
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なり、1885 年の 398 元から 53％の平均増加率で拡大してきた。都市部は 1985 年から 2010




産業が発展している。1985 年に都市部と農村間の格差は 1.7 倍である。その後、1998 年




は、米国、EU との貿易摩擦が 2005 年 1 月 1 日の繊維製品輸入割当撤廃後、急速に表面
化した。2005 年第 1 四半期、中国のアパレル輸出総額は前年同期比 20.5%増であったが、
対 EU は 92.9％、対米では 77.0%と大幅増加した(馬成三、2007)。中国は対米出超を減ら
すことを、対米関係を改善・強化する上での重要課題と位置づけ、対米輸入拡大など多く
の対策をとっている。中米両国は 2006 年 12 月に中米戦略対話をスタートさせ、2007 年
5 月に第 2 回目の会合を開催したが、中国の対米出超（米国の対中入超）の縮小が最初か
ら重要議題とされている。人民元の切り上げ要求や対中輸出促進など批判が殺到した。  
そのため、中国政府は過剰輸出、国内貧富の差、また、資源浪費型の貿易成長による資


















李欣、李银记らは、漁業生産の発展過程はそれぞれ 5 つ段階と 3 つ段階と分けて論じた。

























する期待感が高まっている。「第 10 期 5 カ年計画」以降、一連の水産物貿易政策が出て、
高次加工品の輸出強化を働きかけている。2002 年の WTO 加盟以来、後述のように中国水
産物貿易の政策はさらに変化しており、これまでと異なる貿易の方向に誘導している。 




年の 95.6 万トンから 2011 年の 6,622 万トンに拡大し、年平均増加率は 7.2％であった。
その内、漁獲量と養殖数量の平均増加率は、それぞれ 4.9％と 11.2％となっており、養殖
数量の増加率が大きく上回っている。特に 1979 年以降、中国水産物の養殖事業は大きく









図 3-2  中国における水産物総生産量 
 
1985 年以降、養殖数量と漁獲数量との量の差は大きく離れ、2011 年に養殖数量は 5、
017 万トンとなった。漁獲量は、1998 年（1,547 万トン）まで増加しているが、その後少
し上下しながら 1,500 万トンに定着している。養殖水産物の総金額は FAO の統計を利用
して 1984 年以降のデータを確認した。（図 3-3）。1984 年（29.4 億ドル）から養殖金額が
右肩上がりに上昇して 2011 年（642.7 億ドル）にかけて約 22 倍の増加となっている。一
方、養殖水産物の金額を数量で除して得られる平均単価は大きな変化が見られず、1kg あ
たり 0.7～1.3 ドルの間で推移している。2007 年（1.14 ドル/㎏）以降、若干の上昇傾向が
見られるが、80 年代後半の平均単価と大きく変わりはなかった。2010 年における世界の
養殖業生産量は 7,894 万トンで、世界の漁業・養殖業総生産量の 46.9％を占めている。中







図 3-3  中国における養殖水産物金額と平均単価の推移 
 
3-3-2 中国水産物貿易の展開特質 
水産物輸出額は、農林水産物輸出額全体の中で最も多く、2004 年には 30％、2010 年に
は 28％を占めている。1999 年から 2011 年にかけて、水産物の輸出入量は共に拡大し（図
3-4）、全体的に輸入量が輸出量を上回っている。水産物の輸出量は 1999 年に 1.3 百万ト
ンから 2011 年に 3 倍強の 3.9 百万トンとなっている。また水産物の輸入量は、1999 年に










における水産物輸入状況を確認する（図 3-5、図 3-6）。水産物輸入は数量・金額共に 1984
年（15.5 万トン、0.9 億ドル）より増加傾向にあり、2000 年には 251.4 万トン、18.2 億


















図 3-6  中国における品目別輸入水産物の金額 
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には数量が 91.2 万トン（37％）、金額が 7.7 億ドル（42.5％）に達している。WTO 加盟
以降、関税緩和等優遇政策による加工貿易が盛んになっている。そのため、魚(生鮮・冷蔵・
冷凍)の輸入はさらに活発になっている。2009 年には数量が 183 万トン（49.1％）、金額が








1976 年の 3.8 万トンから 2009 年には約 41 倍の 154.5 万トンとなっている。輸出金額も
（図 3-8）、約 82 倍の 44.9 億ドルとなっている。軟体動物(生鮮・冷蔵・冷凍)は、1990 年
代は 30 万トン弱であるが、2000 年以降、40 万トン前後に位置しており、2009 年に 49.1
万トンとなっている。魚調製品と甲殻類調製品は 2000 年に入り、急激に増加し始めてい
る。魚調製品は数量と金額がそれぞれ 1976 年に 0.2 万トンと 0.03 億ドル、2000 年に 15.1













図 3-8  中国における品目別輸出水産物の金額 
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3) 第 11 期 5 カ年計画期間水産物貿易の特徴 
 農林水産物輸出拡大の 5 カ年計画については、主として 3 つの問題を解決しようとした。









決を目指している。「第 11 期 5 カ年計画」の期間中、中国水産物貿易は、輸出入金額増加




2001 年の水産物輸出金額と輸入金額は 41.9 億元と 18.8 億元であり、それぞれを 100
としてその後の変化を示したのが（図 3-9）である。2009 年のみ輸出量が 2008 年の 287
から 280 へ若干減少したが、水産物貿易は確実に成長していることが分かった。2010 年


























年の間に、一般貿易が 11 億ドルから 29 億ドルに増加、年平均増加率は 23.4％であった。
輸入総額に占める比率は 33％から 44％まで拡大した。進料加工貿易は、2004 年の 10 億
ドルから 2006 年の 17 億ドルに拡大したが、その後 17％前後で落ち着いて 2010 年には




の 7 億ドルから 2010 年の 6 億ドルに減少し、その割合も減少している。一方、輸出金額
及び割合については、一般貿易が 41 億ドルから右肩上がりに 2010 年には 91 億ドルとな
り、当該割合も 58％から 66％へと拡大した（図 3-10）。進料加工貿易は、2004 年の 18

















3-11）。その内、ロシアからの輸入金額は最も多く、2010 年に 14 億ドル、全体金額に占
める割合が 28％に達している。ペルーからは、全体金額の 18％前後の水産物を輸入して
いる。アメリカからの輸入は、2004 年に 3.2 億ドル、2009 年に 7 億ドル、 2010 年に 9
億ドルに拡大したが、割合はそれぞれ 10％、13％、10％である。東南アジアからの輸入
金額（割合）は、2004 年の 2 億ドル（5％）から 2010 年の 6 億ドル（9％）へ拡大した。
ノルウェーからの輸入は、2010 年に 4 億ドルに達している。輸入数量については、ロシ
アとペルーから最も多い。近年、アメリカからの輸入量も拡大している（図 3-12）。ペル
ーからの輸入数量は変動が激しく、2005 年と 2008 年には輸入数量が 100 万トンを超えた
が、2010 年には 71 万トンにとどまった。ロシアからの輸入は、拡大傾向にあり、2010
年に輸入量が前年より 15 万トン増の 91 万トンになった。一方、輸出先は、これまでの金
額上位の 4 大輸出先である日本、アメリカ、韓国、そして、ヨーロッパへの集中度が低下
している（図 3-13）。当該輸出金額が輸出総額に占める割合は、2001 年から 2010 年の間
に、93％から 67％に減少した。2010 年の輸出先の数は 170 カ国に達した。輸出数量につ
いては、最大の輸出市場である日本、韓国が減少傾向にある。日本向けは、2004 年に 71
万トン、2009 年に 56 万トン、2010 年 63 万トンとなっている（図 3-14）。韓国向けは、
2004 年に 55 万トン、2009 年に 42 万トン、2010 年 45 万トンであった。一方、アメリカ、
ヨーロッパ、東南アジア向けは顕著に拡大している。2004 年から 2010 年の間、アメリカ
向けは 33 万トンから 56 万トン、ヨーロッパ向けは 28 万トンから 55 万トン、東南アジア
向け 15 万トンから 37 万トンに拡大している。7 年間の増加率はそれぞれ 10％、14％、
21％となっている。また、近年、香港や台湾向けの輸出増が認められる。香港向けと台湾

































ェーなどから輸入していた。その数量は、2005 年に 69.6 万トンに達した後、減少に転じ、





万トンで最多を記録し、2009 年に 130.8 万トン、2010 年に 103.8 万トンへ次々と減少し




















（図 3-16）。中でもエビ類の輸出額は最上位である。2004 年～2010 年には、輸出額が 9
億ドルから 15 億ドルに拡大したが、輸出総額に占める割合は 13％から 11％に減少した。
これは、他の水産物輸出の増加率がそれ以上に大きいことを反映したものである。ウナギ
は輸出額が 9 億ドルから 8 億ドルに減少したが、割合も 13％から 6％までに減少している。
貝類、ティラピアは輸出金額が拡大している。2004 年はそれぞれ 6 億ドル・9％と 2 億ド
ル・3％であったが、2010 年はそれぞれ 12 億ドル・9％と 10 億ドル・7％であった。また、







億ドル、全体額に占める割合が 46％、その後、2008 年に 49 億ドル・47％に上昇した後、





















2001 年以降「付加価値の拡大」という 3 段階である。中国は時代に応じてそれぞれ異な
る水産政策を実施してきたことを解明した。「水産白書」平成 24 年版水産庁によると、中













(1) 中国は 1953 年に旧ソ連から 5 カ年計画を導入した。 
(2) 1979 年 7 月 1 日の第 5 期全国人民代表大会第二回会議で採択され、国内に中国企業と
外資が合弁企業を設立することを認めることとした。 
(3) 所得格差の拡大、投資の加熱、貿易不均衡の拡大という 3 つの視点から中国経済発展
の問題点を分析している(向山(2007))。 
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林、2009)。Ex.中国は 2009 年に 840 億ドルの輸出信用保険金額を拠出した。また、保険
料の削減、適用品目の拡充、輸出信用保険金の調整にも力を入れた(『網易財経』、2010)。 
② 出業者向け融資の強化 













の貿易をすることである。優遇内容は、1 日 1 人当り 1,000 元まで輸入関税と増値税の免
除である(李燦雨、2000 )。 
④ 値税輸出還付率の調整 

















































りも拡大していることが分かった(図 4-1)。具体的には、一般貿易は、2001 年(25.4 億ドル)
から 2012 年(134.2 億ドル)にかけて 16.4％の年平均増加率で拡大していた。「来料加工」
貿易の輸出金額は、2001 年の 9.7 億ドルから 2012 年の 14.6 億ドルまで拡大し、年平均
増加率が 8.7%であるに対し、「進料加工」貿易は、2001 年(約 9.7 ドル)から 2012 年(38.7
















図 4-1  水産物輸出における加工貿易方式の金額推移 
 
4-3-3 養殖水産物輸出拡大 
FAO「Fish Stat Plus」と「FAOSTAT Food Supply」のデータに基づいて、中国の一
人当たりの水産物消費量と全国の養殖生産量の変化を見てみた（図 4-2）。1984 年から 2009
年にかけては、中国の一人当たりの水産物消費量は 6.4%の年平均増加率で 6.5kgから 31kg

















図 4-2 中国一人当たり食用消費量と養殖生産量の指数 

















































税率調整を再び実施し、引き下げを行っ手輸出抑制に取り組んだ。その後、2005 年 5 月 1
日に改正された「輸出貨物税還付（免除）管理弁法」などの関連規定により、上記改革措
置を一層推進することとなった(韓堅放、2009)。 




が取り消された商品が 225 品目、税還付率が引き下げられた商品が 1,130 品目、税還付率
が引き上げられた商品が 191 品目であった(「加工貿易禁止類目録」(9)、韓堅放、2009)。 




12 月 20 日に施行された「小麦等の未加工の穀物およびその製粉の輸出税還付取消しに関
する通知」(11)は、小麦やコメ、トウモロコシなど穀物（84 品目）の輸出税還付措置を廃
止し、輸出を抑制して国内への供給を優先させ、消費者物価の安定を図ることを目指した。  
⑤2008 年 8 月 1 日～2009 年 6 月 1 日にかけて 7 回にわたる還付率調整を行った。中国政
府は景気刺激策の一環として輸出の拡大を図るため、紡績品服装、水産物加工品など労働
集約型製品等を中心として輸出税還付率引き上げを実施した(叶作義ら、2012)。 




























表 4-1  鉄鋼類増値税輸出還付率の推移 
品目(単位：kg) 期間 課税率 還付率 
ステンレス糸 
2004 年 1 月 1 日～
2005 年 4 月 30 日 
17 13 
2005 年 5 月 1 日～




2006 年 9 月 15 日～
2007 年 4 月 14 日 
17 8 
2007 年 4 月 15 日～
2010 年 12 月 31 日 
17 5 
工業用鉄・鋼線製品 
2004 年 1 月 1 日～
2007 年 6 月 30 日 
17 13 
2007 年 7 月 1 日～




表 4-2 は服装類輸出還付率の変化を表すものである。2007 年 7 月 1 日から 2008 年 6 月





表 4-2  服装類増値税輸出還付率の推移 








2004 年 1 月 1 日～
2007 年 6 月 30 日 
17 13 
2007 年 7 月 1 日～
2008 年 7 月 31 日 
17 11 
2008 年 11 月 1 日～
2009 年 1 月 31 日 
17 14 
2009 年 2 月 1 日～




2009 年 4 月 1 日～




2007 年 12 月 20 日より「小麦等未加工の穀物およびその製粉の輸出税還付取り消しに
関する通知」を通達し、中国政府は国内への供給を優先させ、消費者物価の安定を図るこ
とを目指した。例えば、トウモロコシ、トウモロコシ澱粉、うるち米粉等の穀物は 2007
年 12 月 20 日以降、還付率が 13％から 0％まで引き下げられた(表 4-3)。 
 
表 4-3  穀物増値税輸出還付率の推移 




2004 年 1 月 1 日～
2007 年 12 月 19 日 
13 13 
2007 年 12 月 20 日～





年 8 月 1 日～2009 年 6 月 1 日にかけて 7 回にわたる還付率調整を行った。中国政府は景
気刺激策の一環として輸出の拡大を図るため、労働集約型製品等を中心として輸出税還付
率引き上げを実施した。例えば、プラスチック製ドア、窓、フレーム製品の輸出還付率が
2006 年 9 月 15 日に実施した労働集約型製品の還付率引き下げにより、13％から 11％、




表 4-4  労働集約型製品増値税輸出還付率の推移 










2004 年 1 月 1 日～
2006 年 9 月 14 日 
17 13 
2006 年 9 月 15 日～
2007 年 6 月 30 日 
17 11 
2007 年 7 月 1 日～
2008 年 10 月 31 日 
17 5 
2008 年 11 月 1 日～
2009 年 3 月 31 日 
17 9 
2009 年 4 月 1 日～
2009 年 5 月 31 日 
17 11 
2009 年 6 月 1 日～








品の増値税輸出還付率を 2007 年 1 月 1 日以降、13％から 0％まで引き下げ、輸出阻止を
図っている(表 4-5)。 
 
表 4-5  「両高一資」製品増値税輸出還付率の推移 




2004 年 1 月 1 日～
2007 年 6 月 30 日 
17 13 
2007 年 1 月 1 日～









空間と海洋、⑩核技術の応用、⑪現代農業など 11 分野に亘って 1,421 品目があげられて
いる。 






れた(表 4-6)。大、中、小型計算機は 2008 年 12 月 1 日から 2009 年 5 月 31 日にかけて 13％
から 14％へ、その後、完全還付の 17％までに引き上げられた。レーザー溶接機と分電盤






表 4-6  高付加価値製品(中国高新技術産品目録)増値税輸出還付率の推移 
 




2004 年 1 月 1 日～
2008 年 11 月 30 日 
17 13 
2008 年 12 月 1 日～




2009 年 6 月 1 日～
2100 年 12 月 31 日 
17 17 
 





2004 年 1 月 1 日～
2008 年 11 月 30 日 
17 13 
2008 年 12 月 1 日～
2009 年 5 月 31 日 
17 14 
2009 年 6 月 1 日～














































































るエビ類を例として、その結果を表 4-7 にまとめた。 
 
表 4-7  エビ類の輸出還付率の変遷 
 67 
 






























る。その輸出還付率は、2004 年 1 月１日から 2005 年 12 月 31 日にかけては 5％が適用さ








ー)が主である。仕入に係る増値税率は 17％であり、その輸出還付率は 2004 年 1 月 1 日






と 5％であり、変化はない。冷凍、塩蔵品は輸出還付率が 2009 年 6 月 1 日を境にして 5％
から 13％へ引き上げられ、完全還付となっている。また、加工品は 17％の増値税納税率(課
税率)に対して、還付率が 2009 年 6 月 1 日を境にして 13％から 15％へと引き上げられた。 
 
表 4-8  ティラピア類の輸出還付率の変遷 

























出還付率 5％)から 0％(＝仕入増値税率 13％－輸出還付率 13％)の完全還付になったのに対





 図 4-3 は水産品と中国の全製品の輸出還付税額を示したものである。輸出還付税額は、
輸出に係る増値税額と輸出に係る消費税額に分けられている。2000 年の輸出還付税額は




国税収額に占める割合が 6.0％であったが、その後輸出還付税額は 2006 年には 4、285 億
























































図 4-4 中国における一部の輸出上位水産物金額 
資料：「Global Trade Atlas」ジェトロデータベースにより作成。 
 
ティラピアの輸出形態は、冷凍、冷凍フィレー、活魚、生鮮・冷蔵魚である。冷凍ティ
ラピアは 2002 年から 2012 年にかけて 10 倍近い増加を見せている。冷凍フィレーは 2007
年から年平均 119％という高い増加率で 2012 年には 7 億ドルとなった。 
プローンの輸出形態は、「生鮮、冷蔵、冷凍」と「殻付き、殻抜き」等の品目に分けられて
いる。特に、冷凍殻抜きプローンの増加は大きく、2001 年の 0.4 億ドルから 2012 年には
5.7 億ドルまで拡大している。 
ティラピアとプローンは他の主要輸出品目を大きく上回っている。冷凍フウセイは 2001

















図 4-5 ナイルティラピア(Nile tilapia)養殖数量・金額の推移 
資料：FAO「FishStat J」(Global aquaculture production)データベースにより作成。 
 
中国におけるナイルティラピアの養殖数量は 1984 年(1.8 万トン)から 2006 年(99.6 万ト
ン)にかけて 55 倍強の増加を示した後、2008 年には一旦 83.3 万トンに低下するが、再び
2010 年に 108.1 万トンまで拡大した。その金額は、1984 年(0.2 億ドル)から 2010 年(16.1
億ドル)にかけて右肩上がりで上昇し年平均 18.1％の増加率を示している。また、ブルー
ティラピアの輸出数量と金額は 2007 年以降のデータのみが利用できる。2007 年から 2011
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年にかけては、それぞれ 28.3 万トン、3.94 億ドルから 36.0 万トン、5.37 億ドルへと拡大
している。 
中国産養殖ティラピアは冷凍、また、フィレー加工品として大量に輸出されている。表
4-9 は 2012 年の冷凍ティラピアフィレー(Frozen Fillets Of Tilapias)の輸出相手国別の輸
出数量を示したものである。主要輸出先は、アメリカとヨーロッパ諸国であり、輸出数量
上位の国はアメリカ、メキシコ、ロシア、イスラエル、スペイン、ポーランド等である。
その内、アメリカ向けは 4.4 億ドルで全体の 63.3％を占めている。アメリカに次いで多い
メキシコとロシア向けは、それぞれ約 0.78 億ドル(11.1％)と 0.71 億ドル（10.1%）である。 
 

















冷凍ティラピアフィレー(Frozen Fillets Of Tilapias)
 
資料：「Global Trade Atlas」から抜粋 
 
4-5-3 一般貿易輸出拡大の内外要因 
 以上に述べてきた、一般貿易の輸出拡大の要因について改めて整理しておく。  
 外部要因としては、水産物に対する世界的な需要の伸びがあり、かつ魚種別に見ると消
費国の多様化が見られる。ティラピアはアメリカ及びヨーロッパ諸国での需要が大きいこ




けが 13.9％(0.8 億ドル)、日本向けが 13.6％(0.8 億ドル)であり、プローンは主としてアジ
ア諸国に輸出されている。ティラピアの最大輸出先であるアメリカの消費状況を図で確認






資料：「Sankar's Tilapia AquaFarm」 
図 4-6  アメリカのスーパーでの商品見本
 
資料：「Sankar's Tilapia AquaFarm」 


























ものである。食用増加率は、1984 年中国一人当たり食用消費量(6.5 ㎏/年)を 100 としてその
後の変化を見せている。1984 年から 2009 年にかけて食用消費量が増加傾向にあるが、2009
年の消費量と対 1984 年増加率がそれぞれ 31kg/年と 477%となっている。また、中国養殖数
量は、1984 年の養殖数量(3.8 百万トン)を 100 として、より早いテンポで拡大を見せており、














資料：FAO「FAOSTAT Plus」と「FAOSTAT Food Supply」の統計により算出  
注：1)1984 年中国一人当たり食用消費(6.5 ㎏/年)を 100 としている。  
  2)1984 年養殖数量(3.8 百万トン)を 100 としている。 





























































































































































為替レートと全製品の輸出総金額）、「税収収入統計」 (輸出還付総税額 )、「UN 
Comtrade」（水産物輸出金額）による。 
(21) 「一定規模以上」の加工企業（1 社）と専門水産会社（4 社）である。2012 年版「中
国漁業統計年鑑」では、年間総売上額が 500 万元以上の加工企業を「一定規模以上」
の加工企業と定義している。2011 年に全国水産加工企業数は 9、611 社であり、その
内、一定規模以上の加工企業数は 2、648 社である。 
(22) Global Trade Information Services「Global Trade Atlas」データベース 
(23) キグチ属には、フウセイ（学名は Larimichthys crocea）とキグチ（学名は
Larimichthys polyactis）があり、フウセイの輸出量が大半を占めている。 
(24) ナイルティラピアは学名 Oreochromis niloticus 、ブルーティラピアは学名
Oreochromis aurea である。 
(25) 中国養殖水産物と輸入水産物の平均単価は、それぞれ 2002 年に 0.83 ドル/kg と 0.90
ドル/kg、2006 年に 0.90 ドル/kg と 1.26 ドル/kg、2009 年に 1.27 ドル/kg と 1.37 ドル
/kg である。 
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 第 1 段階（1949～1985 年）は、中国における水産資源の輸出時期である。中国は中央
政府による集権的かつ独占的な体制の統一計画、統一対外方針の時期を経て、1979 年以降、
水産物の統一的買い上げ制度を撤廃し、国営独占的なモデルから市場経済モデルへ移行し





は、日本の水産物自給率は 50 年代まで 100％を超えたが、60 年代に入ると自給率が減少
に転じるようになってきた。そのため、中国から日本向け水産物が輸出されるようになり、
その数量は 1962 年の 0.4 万トンから 85.3％の年増加率で拡大し 1966 年に 4.5 万トンとな
ったが、その後、4 万トンを下回り 1985 年に 5 万トン弱となった。同期間においては、
日本からの輸入数量は不安定化しているが、1985 年に 7.6 トンで数量的には少なかった。 






















1992 年に鄧小平による「南巡講話」を契機に 92 年から 93 年にかけて世界の中国への
投資は急増し、93 年に契約件数 8 万 3,437 件とピークに達した(信金中金月報、2002)。日
本の水産会社も積極的に優遇政策を受けながら一段と中国加工業への進出を加速させた。
1986 年から 2002 にかけては、中国から日本向けの水産物輸出数量は 1998 年を除いて右
肩上がりに増加して 34 万トンから 63 万トンと 14.8％の年増加率で拡大した。輸出金額は
約 3 億ドルから 24 億ドルまで増加した。一方、中国の日本からの輸入数量は 1986 年の
0.02 万トンから 1996 年の 7.3 万トンまで急増した後、大きく変動を繰り返したが、2002
年に 6 万トンと留まった。金額もほぼ同様に 1986 年の 79.9 万ドルから 2002 年の 0.8 億
ドルと増加した。日中間水産物貿易においては 1986 年から 1996 年にかけての間に、中国
の日本からの輸入量と日本向けの輸出量は共に拡大し、「来料加工」貿易を主としての貿易















第 3 段階（2003～現在）は、食品安全問題の多発期である。WTO 加盟後、中国におけ
る農林水産物輸出は、食品安全問題をめぐり数回に亘って輸出先から中止制裁を受けたこ
とがある。欧州委員会の SVC（Standing Veterinary Committee、常任獣医委員会）によ
るヨーロッパ向け中国産動物性食品について全面禁止案をはじめとして、アメリカ、カナ
ダ、日本、韓国も、相次ぎ中国産魚介類に対し慎重な輸入検査体制をとるようになった。
不完全な統計によると 2001 年にヨーロッパ向けの中国輸出会 95 社の平均損失額は 300




に転じ、2003 年に 52.6 万トン、2006 年に 61.3 万トンまで回復した後、再度減少して 2012
年に 40.7 万トンとなった。輸出金額は 2003 年の 23.7 億ドルから 2012 年の 31.1 億ドル
まで上昇している。日本からの輸入量は 2006 年まで上昇傾向にあるが、2007 年以降減少
に転じる。2003 年～2006 年においては、輸入量と輸入額はそれぞれ 7.5 万トン、1.0 億ド

















食用向けの輸入量は 2004 年に 56 万トン、2008 年に 113 万トン、2010 年に 149 万トン
と着々に拡大している（図 5-1）。総輸入量に占める食用向け輸入量の割合は、それぞれ



























農林水産物等の輸出拡大のチャンスが増大した。2003 年に日本の 23 道県により結成され

























































 日本における中国からの水産物輸入数量は、1988 年（114,875 トン）から 2002 年









認した。生鮮・冷凍魚介類は 1988 年（102,718 トン）から 2002 年（428,046 トン）にか
けて年平均 10.7％で増加している。魚介類の調製品は 1988 年（12,158 トン）から 2002











 国連商品貿易統計データベース（UN Comtrade）の SITC Rev.3 分類法を利用して、デ




 「5-2 日中間水産物貿易の推移」の第 2 段階にて既に説明したが、1988 年前後は主と
して中国の天然・養殖水産物の輸出時期に当たっているが、生鮮・冷蔵・冷凍甲殻類と軟
体動物（036）が大量に輸出され、その主要な品目はエビ類とカニ類である。輸出総金額













上昇傾向にある。輸出金額の割合については、0371は 1988年の 6.5％から 1997年の 46.9％
まで大きく拡大した後、やや減少して 2012 年に 36.3％となっている。また、 0372 は 1988
年の 3.6％から徐々に拡大し、2012 年に 23.2％となっている。0371 と 0372 の合計割合は
1997 年に 5 割以上に達した後、多少変動が見えるが重要な輸出品目であることは変わり




（034） の金額が 9 割弱を占めたが、90 年代以降・生鮮・冷蔵・冷凍甲殻類と軟体動物（036）
が 1992 年に 66.6％、1993 年に 74.6％までに増加した（図 5-8）。1997 年以降、034 の割













である（図 5-9）。035 は 1999 年（18.3 ドル/㎏）にピークを迎えた後、減少に転じ 2001
年に 12 ドル/㎏、その後再度上昇し 2009 年に 15.3 ドル/㎏、2012 年に 13.4 ドル/㎏とな
った。0371 は大きく上下し 1995 年に 18.3 ドル/㎏(ピーク）、2003 年に 5. 9 ドル/㎏（底
打ち）になった後、2012 年に 9.8 ドル/㎏となった。その他、生鮮・冷蔵・冷凍魚（034）、
生鮮・冷蔵・冷凍甲殻類と軟体動物（036）また、甲殻類と軟体動物加工品（0372）の平




図 5-9  日本向け中国水産物輸出平均単価 
 
中国が日本から輸入する水産物平均単価を見ると、加工水産原料を中心とする輸入であ
るため、その単価は 1998 年以来大きな変化はない（図 5-10）。生鮮・冷蔵・冷凍魚（034）
の平均単価は 90 年代以来 2 ドル/㎏を下回り、安価な魚種のみを輸入する状況には変わり
はない。生鮮・冷蔵・冷凍甲殻類と軟体動物（036）は 2003 年（2.2 ドル/㎏）に 2 ドル台
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蔵・凍・塩・乾）、ウナギ（活）がある（図 5-11）。ウナギ調製品は、2000 年（61,416 ト
ン）から右肩下がりに減少して 2011 年（13,869 トン）まで年平均 12.7％で減少している。





品（気密以外）は 2000 年（15,495 トン）に入り上昇傾向にあり、2007 年に 40,360 トン
に達した後、2011 年に 40.073 トンとなっている。イカ（活・生・蔵・凍もんごう含む）
はイカ調製品と同様の変化を示しているが、2002 年以降イカ調製品の輸出数量を下回るよ
うになった。カツオ・マグロ類（生・蔵・凍）とエビ（活・生・蔵・凍・塩・乾）の輸出
数量は 2006 年前後から減少に転じるようになった。カニ調製品（気密以外）は 1 万トン










である。イカ（生・蔵・凍）は 2001 年に（31,730 トン）ピークに達した後、大きく下落
して 2006 年（2,089 トン）の最低値を経て、2011 年に 15,655 トンとなった。サケ・マス









は減少し、2009 年以降日本国内流通が中心となっている。サバ（冷蔵・冷凍）は 2003 年
（1,128 トン）より急増し 2006 年（48,419 トン）にピークを迎えスケトウダラの輸入数
量を上回ったが、その後減少傾向にあり、2011 年に 7,659 トンに留まっている。サンマ（冷
凍）は 2000 年（336 トン）から 2009 年（8,559 トン）の間に順調に拡大しているが、近








































れている。（農林水産省が行った養殖魚用飼料への MG 及び LMG の含有実態調査及
び飼料製造業者が独自に行った調査の結果、中国産魚粉並びに国内で製造した魚粉中
に、MG 及び LMG の混入が確認された（内閣府食品安全委員会 HP）。 
(3) 10 月 1 日より新設した検査であるが、22 種類の水産加工品と 12 種類の水生動物の中
からニトロフラン代謝物が検出された。（資料：中国国家質検総局 HP）  
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ルやスルファ等 11 種の薬物使用を制限した。2002 年 3 月に、日本は 11 種の残留農薬の
 105 
 













コーデックス委員会(Codex Alimentarius Commission、 以下は CAC と省略する。)と
は、消費者の健康の保護、食品の公正な貿易の確保等を目的として、1963 年に FAO 及び
WHO により設置された国際的な政府間機関である。ゆえに、CAC 基準は食品安全を評価




般問題部会（10 部会）、個別食品部会（11 部会）、特別部会（1 部会）、地域調整部会
（6 部会）の計 28 部会が設けられており、2013 年の時点で、185 カ国の加盟国と 1 加盟
機関(EU)がある(1)。 
2)食品安全基準比較 







番号 CAC 水産品基準 中国水産品国家及び業界基準 
1 CODEX STAN 90-195 冷凍フィレ一般基準 無 
2 CODEX STAN 165-1989、Rev.1-1995 冷凍フ
ィレと魚肉 
無 
3 CODEX STAN 36-1981、 Rev.1-1995 冷凍魚  GB18109-2000 冷凍海水魚 
4 CODEX STAN 166-1989 調理済み魚加工品 2004 年に加入 
5 CODEX STAN 92-1981、 Rev.1-1995 冷凍エ
ビ 
ST/T3113-2002 冷凍エビ 




7 CODEX STAN 191-1995 冷凍イカ ST/T3114-2002 冷凍ザリガニ 
8 CODEX STAN 119-1981、 Rev.1-1995 魚缶詰 無 
9 CODEX STAN 3-1981、 Rev.2-1995 サケ缶詰 GB14939-1994 魚缶詰衛生基
準 
10 CODEX STAN 70-1981、 Rev.1-1995 マグロ
とカツオ缶詰 
無 
11 CODEX STAN 94-1981、 Rev.1-1995 イワシ
類缶詰 
無 
12 CODEX STAN 37-1981、 Rev.1-1995 エビ缶
詰 
無 
13 CODEX STAN 90-1981、 Rev.1-1995 カニ缶
詰 
無 
14 CODEX STAN 167-1989、 Rev.1-1995 塩蔵タ
ラと塩蔵干しタラ 
無 
15 CODEX STAN 189-1993、 Rev.1-1995 フカヒ
レ 
SC/T3207 フカヒレ 
16 CODEX STAN 222-2001 魚介類揚げ物 SC/T3901-2000 エビ揚げ物 



















19 CAC/RCP 16-1978 冷凍魚の実施規範  
20 CAC/RCP 17-1976 エビ類の実施規範  
21 CAC/RCP 18-1976 軟体動物の実施規範  
22 CAC/RCP 24-1979 イセエビの実施規範 無 
23 CAC/RCP 25-1976 燻製品の実施規範 無 
24 CAC/RCP 26-1976 塩蔵魚の実施規範 無 
25 CAC/RCP 27-1983 機械による魚肉採取機の実
施規範 
無 
26 CAC/RCP 28-1983 カニの実施規範 無 
27 CAC/GL 31-1999 魚介類官能検査規範 無 
28 CAC/RCP 35-1983 調理加工品の実施規範 無 
























 2002 年 1 月 25 日に中国産動物由来製品のヨーロッパへの輸入を一時停止する案を可
決したことについて既に述べた。それをきっかけに日本は最大級の水産物貿易相手国の一
つである中国に対する残留農薬の量等を含め、水産物輸入品に対する検査の強化を行って




構築に取り組んだりしはじめた。その結果、有害物質などの検出回数は 2006 年に 79 回、
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2009 年に 37 回となり、変動があるものの、全体的に減少傾向にある (7) （図 6-1）。 
 
 
資料：厚生労働省 HP の「輸入食品中の違反事例一覧」 







首相は 2006 年 9 月 29 日の所信表明演説で、農産物輸出を日本農業振興の有力な方途と





出拡大に必要な調査等を行う。農林水産物における食品の輸出額は 2011 年の 4,511 億円
















































中国における第 10期 5カ年計画と第 11期 5カ年計画の政策の相違点について説明する。
以下では、中国の政策と貿易の相関性について、①食品安全問題に対応する中国政府の施
策、②輸出補助金など地方の優遇政策、③輸出税金の還付率引き上げや通関手続きの簡便






















検疫規定」など 10 項目、などである。2008 年までの食品安全基準には、計 1,800 項目以







大腸菌、 cfu/g 陰性 
毒素原性大腸菌  未検査 
サルモネラ、 cfu/25g 未検査 
コレラ菌（5-10 月検査） 未検査 
腸炎ビブリオ、 cfu/g 未検査 
メチル水銀、 cfu/g ≦0.3 





























国工商局による検査数は 1,177 万回、検査を受けた企業数は 2,370 万社で、受検市場数は
96.5 万件である。その結果、4.1 万社の不法企業が摘発され、廃業に至っている。また、


























所要費用（50 万元以下）の 50%を以内とする。また、検査用医薬品の 50%以内、最高額
30 万元を補助する。食品検査技術の顕著な向上に大きく貢献した場合には、補助金として

























































































(1) 農林水産省 コーデックス委員会 HP. 







 (4) 「農林水産物の輸出補助政策の実施細則」(中国語：农产品出口扶持政策实施细则)。 
(5) 「中国共産党山東省委員会、山東省人民政府における農林水産業の産業化経営を推進する
決定」（中国語：中共山东省委、山东省人民政府关于深入推进农业产业化经营的决定）鲁
发［2002］9 号 山東省人民政府、中共山东省委員会。 
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(6) 「食品中の残留農薬等」厚生労働省 HP 
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/zanryu/index.h
tml   
(7) 厚生労働省 HP の「輸入食品中の違反事例一覧」
http://www.nihs.go.jp/hse/food-kkportal/index.html  
 (8) 「農林水産物・食品の輸出促進対策」農林水産省 HP 
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/  
 (9) 厚生労働省 HP 輸出国対策「日中食品安全推進イニシアチブ」
http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/exporter/   
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第 2 章、第 3 章は、世界水産物貿易の構造変化と特徴、また、その中に中国が果たして
いる役割と展開推移を表したものである。 





①世界水産物貿易の規模拡大：輸出数量と金額は 1976 年から 2009 年にかけて 7.9 百万ト


















易の約 7 割を占めていることが分かった。 
 第 3 章では、筆者が中国漁業生産の発展過程について、①1979～1989 年「以养为主、
















































 第 5 章、第 6 章は日中水産物貿易の構造変化、また、貿易政策の視点から分析を行い、
その構造変化との関係性を説明し、研究課題の解明に繋げた。 
 第 5 章では、まず、日中間水産物貿易の推移について整理した。具体的には、第 1 段階
（1949～1985 年）は、中国における水産資源の輸出時期である。日中間水産物貿易は主










































では負担税率が 8％(＝仕入増値税率 13％－輸出還付率 5％)から 0％(＝仕入増値税率 13％
－輸出還付率 13％)の完全還付になったのに対して、高次加工品では 4％(＝仕入増値税率
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 増値税または増値税輸出還付についての法規や通達は簗瀬 正人「中国税法全書 2008－








中華人民共和国増値税暫行条例 1993 年 12 月 13 日中華人民共和国国務院令第 134 号発表 
 





第 2 条（課税の対象と税率） 
１)増値税率は以下のように定める。 
































第 5 条（売上税額） 












































 (6)非正常損失を受けた仕掛品、製品に消費した購入物品または課税役務  
 














2)売上高は本条例第 6 条および第 7 条の規定により確定する。 
 







第 15 条（輸入物品の納税額計算） 




































































第 23 条（納税対象期間と納税期限） 
1)増値税の納税対象期間は毎日、3 日毎、5 日毎、10 日毎、15 日毎、または毎月とする。
納税者の具体的な納税対象期間は、主管税務機関が納税者の納税額に応じて決定する。納
税対象期間を確定できない場合には、その都度納税する。 
2)納税者が毎月納税する場合は、期間満了から 10 日以内に申告納税する。毎日、3 日毎、
5 日毎、10 日毎、あるいは 15 日毎に納税する場合は、締切日より 5 日以内に予納し、翌
月の 1 日から 10 日までに申告納税し、前月の課税額を精算する。 
第 24 条（輸入物品の納税期限） 
 納税者が物品を輸入する場合には、税関が記入、発行する税額納付証を受領した日の翌
日より 7 日以内に当該税額を納付しなければならない。 
 

















第 28 条（解釈責任） 
 本条例は財政部が解釈の責任を負う。実施細則は財政部が策定する。 
 
第 29 条（施行日） 




 中華人民共和国増値税暫行条例実施細則 1993 年 12 月 25 日 (93)財法字第 38 号 
 
第 1 条（根拠条例） 
 「中華人民共和国増値税暫行条例」(以下条例と略称する)第 28 条の規定に基づいて、本
細則を制定する。 
 
第 2 条（「物品」「加工」「修理・補修」の定義） 







第 3 条（「物品販売」「加工、修理・補修役務提供」の定義） 




















































第 8 条（「組織」「個人」の定義） 
1)条例第 1 条にいう「組織」とは、国有企業、集団企業、私有企業、株式会社、その他の
企業と行政単位、事業単位、軍事単位、社会団体およびその他の組織を意味する。  
2)条例第 1 条にいう「個人」とは、個人事業者およびその他の個人を意味する。 
 























  ①購入者宛に領収証を作成した運送部門の運送費 




第 13 条（混合販売行為および兼業される非課税役務提供） 












     1＋税率 
 
第 15 条（外貨建取引） 
 条例第 6 条の規定に基づいて納税者が外貨で売上高を計上する場合には、当該売上高の
人民元への為替レートは売上発生日レートもしくは当月 1 日の国家外貨為替レート(原則
として中間値)を選択適用することができる。納税者は事前に採用する為替レートを確定し、
確定後 1 年間は変更してはならない。 
 














第 17 条（「購入価格」「代金」の定義） 







第 18 条（混合販売行為および非課税役務提供の兼業の仕入税額） 





第 19 条（「固定資産」の定義） 
 条例第 10 条にいう「固定資産」とは下記のものを意味する。 
生産・経営の主要設備に属さない物品で単価 2、000 元以上。耐用年数が 1 年を超えるも
の。 
  






第 21 条（「非正常損失」の定義） 
 条例第 10 条にいう「非正常損失」とは、生産・経営過程中の政情損失による損失を意
味し、下記のものを含み。 
 (1)自然災害による損失 
 (2)管理不備により生じた物品の盗難、カビ発生および変質等による損失  
 (3)その他の非正常な損失 
 
第 22 条（みなし課税における仕入税額控除の適用除外） 











                 当月免税項目売上高＋非課税項目営業額 
控除不能仕入税額＝当月総仕入税額× 
                     当月売上高＋当月営業額 
 
第 24 条（「小規模納税者」の判定基準） 
条例第 11 条にいう「小規模納税者」の判定基準は下記の通りである。 
 (1)物品生産または課税労務提供を行う納税者、および物品生産などを主とし物品の卸売
または小売を兼業する納税者で、年間の増値税課税売上高(以下、「課税売上高」という)
が 100 万元以下の者 
 (2)物品の卸売または小売に従事する納税者で、年間課税売上高が 180 万元以下の者 
 










第 27 条（「適切な会計処理」の定義） 




第 28 条（一般納税者の認定） 
 条例第 14 条の規定を満たす個人事業者で国家税務総局直属の分局の認可を得たものは、
一般納税者として認定される。 
 









 (2)一般納税者の条件に合致するが、一般納税者の認定手続きの申請をしていない場合  
 
第 31 条（免税項目） 
1)条例第 16 条に規定する免税項目の範囲は下記の通りとする。 
 (1)第 1 項第 1 号にいう「農業」とは栽培業、養殖業、林業、牧畜業、水産業を意味する。
「農業生産者」とは農業生産に従事する組織と個人を含む。「農業製品」とは一次農産物を
いい、具体的範囲は国家税務総局直属の分局が確定する。 
 (2)第 1 項第 3 号にいう「古書」とは一般的に購入した古書および古本を意味する。 





第 32 条（増値税課税基準値の適用範囲） 




 (1)物品販売の課税基準は月間売上高 600~2、000 元とする。 
 (2)課税役務提供の課税基準は月間売上高 200~800 元とする。 
 (3)毎回納税の課税基準は毎回(日)売上高 50~80 元とする。 




第 33 条（納税義務発生日） 









 (5)物品の委託販売の場合は、代理販売組織より代理販売明細書を受領した日とする。  
 (6)課税薬務提供の場合は、役務提供を行うとともに売上額を受領した日、または売上代   
金取立証憑を取得した日とする。 
 (7)本細則第 4 条第 3 号から第 8 号に規定した事項の場合は、物品販売行為とみなし、物
品の移送日とする。 
 












1－3 国家税務総局(059 号) 
「増値税一般納税者の申請認定弁法」の公布に関する通達  

































 (注)国税発[2006]62 号通達をもって失効となった。 
 
四．税務機関の審査により認定を受けた一般納税者は、「中華人民共和国増値税暫行条例」









なければならない。本方法第 3 条第 1 項の条件に合致する場合は、継続して一般納税者と
認定することができる。本方法第 3 条第 1 項の条件に合致する場合は、継続して一般納税
者と認定することができる。本方法第 3 条第 1 項の条件に合致しない場合には、一般納税
者資格を取り消すものとする。 
 (注)国税発[2006]62 号通達をもって失効となった。 
 
六．すでに開業した小規模企業で、当該年間課税売上高が小規模納税者の基準を超えた場















2 部は、審査・認可後、1 部は所管徴収機関へ譲り、もう 1 部は企業へ返却の上、補完さ
れる。 







 「増値税一般納税者」の確認印の色は、赤に統一し、印形は国家税務総局が決定する。  
 
1－4 国家税務総局(053 号) 
「増値税一般納税者申請認定弁法」のさらなる改正に関する通達  





























































領収証発行順の番号に従い 25 部を 1 冊として装丁し、25 部に満たない場合には、実際の
発行部数で装丁する。 
 2．税額控除の証憑となる伝票については、取得した日付順に、証憑の種類ごとに 25 部


















  納税者は月ごとに納税申告を実施し、申告期限は翌月の 1 日から 10 日までとし、最
終日が法定休日である場合には、1 日期限を延長する。毎月 1 日から 10 日までに連続して
3 日以上の法定休日がある場合には、休日の日数分をもって期限を延長する。  
 
1－5 国家税務総局(139 号) 
「保税物流センター(B 型)税収管理弁法」の公布に関する通達  





































































第 538 号 








（1993 年 12 月 13 日に中華人民共和国国務院令第 134 号として公布。 






第 2 条 増値税税率 
(1) 納税者が販売或いは輸入する物品は、本条(2)と(3)以外、税率を 17%とする。 












第 3 条 納税者が異なる税率の物品の販売あるいは課税役務を兼業する場合は、税率の異
なる物品あるいは課税役務の売上額を分けて計算しなければならない。売上額を分けない
場合は、高い方の税率を適用する。 





















第 7 条 納税者が物品販売あるいは課税役務の価格が著しく安く、且つ正当な理由がない
場合は、所轄税務機関が売上額を査定する。 





















第 9 条 物品購入あるいは課税役務をした納税者が取得した増値税控除証憑が法律、行政
法規あるいは国務院の税務所管部門の関連規定を満たしていない場合は、その仕入税額は
売上税額から控除できない。 




(3) 正常でない損害を被った仕掛品・完成品に使用された物品購入あるいは課税役務。  
(4) 国務院の財政、税務所管部門が規定する納税者の自家用消費財。 
(5) 本条第(1)～(4) 貨物の運送費および免税貨物販売の運送費。 
























第 15 条  下記の項目は増値税を免除する。 









第 16 条  納税者が増値税の減免項目を兼業している場合は、減免項目を分けて営業取引  
額を計算するものとする。営業取引額を分けて計算していない場合は、税は減免されない。 
第 17 条  納税者の売上額が国務院の財政、税務所管部門が規定する増値税の最低課税基
準額に達していない場合は、増値税の徴収を免除される。最低課税基準額に達している場
合は、本条例の規定に基づいて増値税の全額を計算し納付する。 











第 20 条  増値税は税務機関が徴収し、輸入物品の増値税は税関が代理徴収する。個人が
携帯するかあるいは郵送により国内に持ち込まれた自家用物品の増値税は、関税と併せて
計算して徴収する。具体的な規則は、国務院関税税則委員会が関連部門と合同で制定する。  






(3) 小規模納税者が物品販売あるいは課税役務をした場合。  
 






















第 23 条  増値税の納税期限は、それぞれ 1 日、3 日、5 日、10 日、15 日、１ヶ月あるい
は四半期とする。納税者の具体的な納税期限は、所轄税務機関が納税者の納税額に応じて
決定する。定められた期限に納税できない場合は、１回の取引ごとに納税することもでき
る。納税者が１ヶ月あるいは四半期を納税期限とする場合は、期日満了の日から  15 日以
内に納税申告を行う。1 日、3 日、5 日、10 日あるいは 15 日を納税期限とする場合は、期
日満了の日から 5 日以内に予定納税し、翌月の１日から 15 日までに確定申告をして、前
月の未払税額を清算する。源泉徴収義務者の納税期限は、前二項の規定に基づいている。 
 
第 24 条  納税者が物品を輸入した場合は、税関が税関輸入増値税専用納付書を発行した
日から 15 日以内に納税するものとする。 
 












第 27 条  本条例は 2009 年 1 月 1 日より施行する。 
 
1－7 中華人民共和国増値税暫定条例実施細則 




第 1 条 「中華人民共和国増値税暫定条例」（以下「条例」）に基づき、本細則を定める。 
 
























































第 9 条  条例第 1 条でいう単位とは、企業、行政単位、事業単位、軍事単位、社会団体及
びその他単位を指す。条例第 1 条でいう個人とは、個人商工事業者とその他個人を指す。 
第 10 条  単位がその他単位または個人へのリースまたは請負経営を行う場合は、賃借人
または請負人が納税者となる。 





























第 13 条 混合販売行為が本細則第 5 条の規定に基づき増値税を納付しなければならない
場合、その販売額は物品の販売額と非増値税課税役務売り上げの合計とする。  































第 19 条 条例第 9 条でいう増値税控除証書とは、増値税専用発票、税関輸入増値税専用
納付書、農産品買付領収証と農産品販売領収証及び運輸費用決済証票を指す。  
 
第 20 条 混合販売行為で本細則第 5 条の規定に基づき増値税を納付しなければならない
ものについて、当該の混合販売行為がかかわる非増値税課税役務にて使用する物品購入の
仕入税額が、条例第 8 条の規定に該当する場合、販売税額から相殺控除することを認める。 
 






第 22 条 条例第 10 条第（1）号でいう個人消費は、納税者の交際接待での消費を含む。 
 








第 24 条 条例第 10 条第 （2）号でいう正常でない損失とは、管理不備で生じた盗難、紛
失、カビでの腐敗変質による損失を指す。 
 
第 25 条 納税者が自家用とする、消費税を徴収すべきオートバイ、自動車、モーターボ
ートについて、その仕入税額は販売税額から相殺控除してはならない。 
 





目販売額、非増値税課税役務売り上げの合計÷当月のすべての販売額、売り上げの合計   
 































第 32 条 条例第 13 条と本細則でいう会計計算が健全であるとは、国の統一的な会計制度
規定に基づいて帳簿を設置し、合法的、有効な証票に基づいて計算ができることを指す。  
 
第 33 条 国家税務総局が別途定める場合を除き、納税者がいったん一般納税者と認定さ
れた後は、小規模納税者に転じることはできない。 
 
第 34 条 下記状況のいずれかがある場合、販売額に基づき増値税税率に応じて納めるべ
き税額を算出しなければならず、仕入税額を相殺控除することはできず、増値税専用発票
を使用することもできない。 




第 35 条  条例第 15 条に規定する一部免税項目の範囲は以下の通り限定される。 





(2) 第 1 項第（3）号でいう中古図書とは、社会から買い取った古書と中古本を指す。 
(3) 第 1 項第 (7) 号でいう自ら使用した品物とは、その他個人が自ら使用した品物を指す。 
 




第 37 条  増値税課税最低限の適用範囲は個人に限る。増値税課税最低限の範囲は以下の
通り定める。 
(1) 物品を販売する場合は、月間販売額 2、000 元～5、000 元とする。 
(2) 課税役務を販売する場合は、月間販売額 1、500 元～3、000 元とする。 
(3) 都度納税する場合は、毎回（日）の販売額 150 元～200 元とする。 




















受領しなかった場合は、代理販売物品を発送して満 180 日の当日とする。 
(6) 課税役務の販売は、役務提供と同時に販売代金を受領または販売代金を請求する証書
を取得した当日とする。 
(7) 納税者に、本細則第 4 条第（3）号から第（8）号までに列挙する物品販売と見なされ
る行為が発生した場合、物品移送の当日とする。 
 


























 (一)国外向け工事請負会社が国外で請負ったプロジェクトの為に外国へ移送する物品  
























































  １．売上金額×税率≧控除未済仕入税額の場合 
    還付税額＝控除未済仕入税額 
  2．売上金額×税率＜控除未済仕入税額の場合 
    還付税額＝売上金額×税率 





       普通領収証に明記された(増値税込み)売上金額 
  仕入税額＝                      ×還付税率 






































 輸出企業に廃止・合併、変更の状況が発生した場合、廃止・合併、変更の日より 30 日
以内に、所在地の輸出税額還付業務を主管する税務機関へ税額還付登録の取り消しあるい
は変更手続きを行わなければならない。 
























































































































   進料加工で再輸出された物品は以下の算式に基づき還付税額を計算する。 
 
   輸出還付税額＝輸出物品の還付税額－販売した輸入原材料・物品の税額 

































  (注)国税発[2006]62 号通達をもって失効となった。 
 
二十六．失効となりました。 






















































   企業が詐取し還付税額が多額である、あるいは違反が非常に重大である場合には、
対外貿易経済合作部によりその輸出経営権を取り消すこととする。 






















 (1) 輸出還付免税の総合法規 
①「輸出貨物還付免税管理弁法」 
1994 年 2 月 18 日 国家税務総局 国税発[1994]31 号 
②「輸出税金還付の若干の問題に関する通知」 
2000 年 12 月 22 日 国家税務総局 [2000]165 号 
③「輸出貨物税金還付免税の若干の問題に関する通知」 
2003 年 11 月 18 日 国家税務総局 国税発[2003]139 号 
④「輸出貨物税金還付免税管理の関連問題に関する通知」 
2004 年 5 月 31 日 国家国家税務総局 国税発[2004]64 号 
⑤「輸出企業の増値税一般納税者から購入した輸出貨物の増値税の専用発票管理に関する
通知」   2004 年 6 月 4 日 財務部 国家税務総局 国税発[2004]101 号 
⑥「輸出貨物税金還付免税の若干の具体的な問題に関する通知」 
   2004 年 7 月 10 日 財務部 国家税務総局 国税発[2004]116 号 
⑦「輸出貨物税金還付免税管理の関連問題に関する補充通知」 
   2004 年 7 月 30 日 国家税務総局 国税発[2004]113 号 
⑧「輸出貨物税金還付免税の若干の問題に関する通知」 
   2006 年 7 月 12 日 国家税務総局 国税発[2006]102 号 
 




2002 年 1 月 23 日 財政部 国家税務総局 国税発[2002]7 号 
②「生産企業の輸出貨物の免税控除還付の税金管理操作規程」 
2002 年 2 月 6 日 国家税務総局 国税発[2002]11 号 
③「生産企業が輸出するみなし自社生産製品に免税控除還付を実行する方法を明確にする
ことに関する通知」 
2002 年 12 月 5 日 国家税務総局 国税発[2002]152 号 
④「輸出製品のみなし自社生産製品の税金還付関連問題に関する通知」 





2004 年 7 月 21 日 財政部 国家税務総局 国税函[2004]955 号 
②「輸出貨物税金還付免税管理弁法(試行)」 
2005 年 3 月 16 日 国家税務総局 国税発[2005]51 号 
③「外国貿易企業のみなし輸出国内販売貨物仕入税額控除に関する問題に関する通知」  




2003 年 10 月 13 日 財政部 国家税務総局 財税[2003]222 号 
②「一部情報技術製品の税金輸出還付率の引き上げに関する通知」 
2004 年 12 月 10 日 国家税務総局 財税[2004]200 号 
③「一部の高消耗、高汚染、資源性製品の輸出を抑制することに関係する措置に関する通
知」 
2005 年 12 月 9 日 国家発展改革委員会、財政部、商務部、国土資源部、税関総署、国家











  2003 年 10 月 13 日 財政部 国家税務総局 財税[2003]222 号 
2．「一部情報技術製品の税金輸出還付率の引き上げに関する通知」 
  2004 年 12 月 10 日 財政部 国家税務総局 財税[2004]200 号 
3．「一部の高消耗、高汚染、資源性製品の輸出を抑制することに関する措置に関する通知」 
  2005 年 12 月 9 日 国家発展改革委員会 財政部 商務部 国土資源部 税関総署国
家税務総局 環境保護総局 発改経貿 [2005]2595 号 
4．「輸出貨物税金還付免税の若干の問題に関する通知」 
  2006 年 7 月 12 日 国家税務総局 国税発[2006]102 号 
 
(2) 資源法規  
1．「黄金租税政策問題に関する通知」 
  2002 年 9 月 12 日 財政部 国家税務総局 財税[2002]142 号 
2．「プラチナとその製作品の租税政策に関する通知」 
  2003 年 4 月 28 日 財政部 国家税務総局 財税[2003]86 号 
3．「金成分を含む製品の輸出関係租税政策に関する通知」 
  2005 年 7 月 29 日 国家税務総局 国税発[2008]2 号 
 
(3) 還付率引き下げと廃止法規  
1．「鉄合金の輸出税金還付取り消しに関する補充通知」 
  2005 年 4 月 22 日 財政部 国家税務総局 財税[2005]67 号 
2．「鋼材製品の輸出税金還付率の引き下げに関する通知」(全文失効) 




 2005 年 4 月 29 日 財政部 国家税務総局 財税[2005]75 号 
4．「ガソリン、ナフサの輸出税金還付に関する通知」 
 2005 年 8 月 25 日 財政部 国家税務総局 財税[2005]133 号 
5．「一部の化学肥料品種の輸出税金還付率の暫定的な停止を継続することに関する通知」 
 2005 年 12 月 29 日 財政部 国家税務総局 財税[2005]1925 号 
6．「ガソリン、ナフサの輸出税金還付を暫定的に停止するに関する通知」 
 2006 年 3 月 21 日 財政部 国家税務総局 財税[2006]42 号 
7．「鋼材の輸出税金還付率の調整に関する通知」 
 2007 年 4 月 9 日 財政部 国家税務総局 財税[2007]64 号 
8．「一部商品の輸出税金還付率の調整に関する通知」 
 2007 年 6 月 19 日 財政部 国家税務総局 財税[2007]90 号 
9．「一部製品の輸出税金還付率の引き下げ調整に関する補充通知」 




 2008 年 7 月 30 日 財政部 国家税務総局 財税[2008]111 号 
2．「一部商品の輸出税金還付率の引き上げに関する通知」 
 2008 年 10 月 21 日 財政部 国家税務総局 財税[2008]138 号 
3．「労働集約型製品等の商品の増値税輸出税金還付率の引き上げに関する通知」  
 2008 年 11 月 17 日 財政部 国家税務総局 財税[2008]144 号 
4．「一部の機電製品の輸出税金還付率の引き上げに関する通知」 
 2008 年 12 月 29 日 財政部 国家税務総局 財税[2008]177 号 
5．「紡織品服装等の輸出税金還付率の引き上げに関する通知」 
 2009 年 2 月 5 日 財政部 国家税務総局 財税[2009]14 号 
6．「軽紡電子情報等の輸出税金還付率の引き上げに関する通知」 




 2009 年 6 月 3 日 財政部 国家税務総局 財税[2009]88 号 
